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Ⅰ 長期財政見通しの前提条件 

 

１ 長期財政見通しの策定 

 本市は，「第７次土浦市総合計画」における将来像「水・みどり・人がきらめく 安心

のまち 活力のまち 土浦」の早期実現に向け，新庁舎の新築移転や，新消防庁舎，市営

斎場をはじめとする合併特例債事業など，本市発展の根幹となる社会資本の整備に，重点

的・集中的に取り組んできました。これらの大規模な投資的事業が順調に進捗することに

より，新しい土浦市の姿が見え始める一方で，新たな維持管理経費の発生や，大規模事業

の実施に伴い発行した市債の償還による公債費の増，さらには，老朽化した公共施設等の

改修・更新費用など，新たな財政的課題にも対応していく必要があります。市税収入の大

幅な伸びが見込めない中，医療費をはじめとする社会保障関係費を適切に確保しつつ，新

しい時代に対応した，計画的で戦略性の高い，持続可能な行政運営の指針とするため，平

成 28 年度「３ヵ年事業実施計画」（平成 29～31 年度）の策定に合わせ，長期的な展望に

立った財政見通しを策定するものです。 

 

２ 会計 

 一般会計 

 

３ 期間 

 平成 29 年度から平成 39 年度までの 11 年間 

 

４ 前提条件 

（１）基本条件 

○ 現行制度及び現時点で判明している制度改正等を踏まえて策定しています。 

○ 実際の予算編成においては，今後の新たな制度改正や，国・県予算等の状況により変

動するため，本見通しとは合致しない場合があります。 

○ 本年 8月に策定した「土浦市公共施設等総合管理計画」を踏まえ，公共施設等の改修・

更新費として，年間 35 億円を投資するものとして見込んでいます。 

○ 平成 31 年 10 月からの消費税率引上げ（8％→10％）を見込んでいます。 

 

（２）人口推計 

 平成 27 年 10 月に策定した「土浦市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」において推

計した将来人口（図 1-1）を，市税，扶助費等の試算に反映させています。 
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図 1-1 人口推計 

 

出典：土浦市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン 

 

５ 歳入・歳出の推計 

（１）歳入 

① 市税 

 市民税は，平成 28 年度予算に過去の平均伸率を乗じたうえ，平成 34 年度以降は，「土

浦市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」の年齢（3 区分）別人口推計のうち，生産

年齢人口の推移を加味して算出しました。 

 固定資産税及び都市計画税（土地）は，平成 28 年度予算に過去の平均伸率を乗じて

算出しました。 

 固定資産税及び都市計画税の家屋は，3年ごとの基準年度を設定し，平成 28 年度予算

に各基準年度の平均伸率を乗じて算出しました。 

 その他の税目は，平成 28 年度予算に過去の平均伸率を乗じて算出しました。 

 

② 地方譲与税交付金 

 地方消費税交付金については，平成 31 年 10 月からの消費税率引上げ分（社会保障財

源分）を見込みました。 

 

③ 地方交付税 

ア 普通交付税 

○ 基準財政収入額 

  市税については，各年度の調定見込額に算入率 75％を乗じて算入しました。 

各種交付金は，地方消費税交付金については平成 31 年 10 月からの消費税率引上げ

（8％→10％）を考慮し，従来分（一般財源分）は算入率 75％を乗じて算入，引上げ

分（社会保障財源分）は 100％を算入しました。 

○ 基準財政需要額 

  平成 28 年度算定額を基礎に，合併特例債や臨時財政対策債など，基準財政需要額

に算入される公債費の増減を見込んで算出しました。 
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なお，合併算定替（合併後 10 年間，旧土浦市と旧新治村がそれぞれ存続したと仮定

して算定した普通交付税額が配分される制度）による増加額が平成 32 年度まで段階

的に縮減されることを見込んでいます（図 1-2 合併算定替イメージ）。 

 

図 1-2 合併算定替イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 特別交付税 

  平成 27 年度決算額を基礎に，震災復興特別交付税等を見込んで算出しました。 

 

④ 負担金・使用料等 

 平成 28 年度予算を基礎に，平成 31 年 10 月からの消費税率引上げ（8％→10％）を見

込んだうえ，新たな歳入として，平成 30 年度からの家庭ごみ有料化に伴う手数料を加

算して算出しました。 

 

⑤ 国県支出金 

 経常的経費については，平成 28 年度予算を基礎に，対象事業の今後の状況を個別分

析し，扶助費の推移や過去の決算伸率等を勘案して算出しました。 

 投資的経費については，「３ヵ年事業実施計画」に基づく額を計上したほか，「土浦

市公共施設等総合管理計画」を踏まえた公共施設等の改修・更新費の一定割合を見込ん

で算出しました。 

 

⑥ 市債 

 合併特例債は，「３ヵ年事業実施計画」に基づき算出しました。 

 臨時財政対策債は，平成 28 年度発行可能額を基礎に，過去の平均伸率や国の動向を

踏まえて算出しました。 

 その他の市債は，「３ヵ年事業実施計画」に基づく額を計上したほか，「土浦市公共

施設等総合管理計画」を踏まえた公共施設等の改修・更新費の一定割合を見込んで算出

しました。 
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⑦ その他 

 財産収入，寄付金，諸収入等を計上しています。学校給食費等について，平成 31 年

度の消費税率引上げ（8％→10％）による増額を見込みました。 

 

（２）歳出 

① 人件費 

 一般職の給料については，平成 28 年度予算を基礎に，年度末退職者に係る給料を差

し引き，新年度採用者に係る給料を加えて算出しました。また，非常勤職員等の報酬の

ほか，新たに短時間再任用職員の給料を見込んで算出しました。  

 

② 扶助費 

 平成 33 年度までは，平成 28 年度予算を基礎に，個別の事業（生活保護費，障害福祉

費，児童福祉費，老人福祉費等）の過去 3年間の決算状況等を勘案して算出し，平成 34

年度以降は「土浦市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」の年齢（3 区分）別人口推

計を加味して算出しました。 

 

③ 公債費 

 新規発行債については，借入先や事業ごとに借入条件を設定して償還額を算出し，既

発債の償還額と合計して算出しました。 

（借入条件） 縁故債：年利 1.0％，3年据置 15 年償還 

       臨時財政対策債：年利 1.0％，3年据置 20 年償還 

       上下水道事業債：年利 0.5％，5年据置 30 年償還 

 

④ 物件費 

 平成 28 年度予算を基礎に，平成 31 年 10 月からの消費税率引上げ（8％→10％）を見

込んだほか，3年ごとに実施する建築物定期点検委託料を加算して算出しました。 

 

⑤ 維持補修費 

 平成 28 年度予算を基礎に，平成 31 年 10 月からの消費税率引上げ（8％→10％）を見

込むほか，公共施設等の長寿命化・延命化を図るための維持補修経費として，「土浦市

公共施設等総合管理計画」を踏まえた公共施設等の改修・更新費を加算して算出しまし

た。 

 

⑥ 補助費等 

 平成 28 年度予算を基礎とし，平成 30 年度以降は，市税前納報奨金廃止による減額を

見込みました。 
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⑦ 繰出金 

 公共用地先行取得事業，下水道事業，農業集落排水事業，駐車場事業の各特別会計に

ついては，公債費の償還状況と事業費の増減を勘案して算出し，国民健康保険，介護保

険，後期高齢医療，駅前北地区市街地再開発事業の各特別会計については，事業費の状

況を勘案して算出しました。 

 

⑧ 投資的経費 

 「３ヵ年事業実施計画」に基づく事業費に加え，「土浦市公共施設等総合管理計画」

を踏まえた公共施設等の改修・更新費を加算して算出しました。 

  ⇒ 主な事業は「表 1-1 主要事業一覧」を参照。 

 

⑨ その他 

 投資及び出資金・貸付金，予備費，選挙費のほか，新たに整備した施設の維持管理費

等を計上しています。 
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表 1-1 主要事業一覧 

 

主要事業
事業名 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

神立駅西口自転車駐車場新築事業

一般廃棄物有料化事業

汚泥再生処理センター整備事業

清掃センター延命化事業

農道・かんがい排水事業

道路新設改良事業

道路ストック修繕事業

橋梁耐震対策・長寿命化修繕事業

公共下水道（汚水）整備事業

公共下水道雨水排水路整備事業

下水道ストックマネジメント事業

神立駅西口地区土地区画整理事業

亀城モール整備事業

かわまちづくり事業

土浦駅西口広場整備事業

常名虫掛線街路事業

神立停車場線街路事業

真鍋神林線延伸道路整備事業

田村沖宿延伸道路整備事業

荒川沖木田余線(Ⅰ期)整備事業

土浦駅前北地区市街地再開発事業

新治地区小中一貫教育学校整備事業

学校施設非構造部材耐震化事業

学校給食センター再整備事業

新図書館施設整備事業

新図書館図書等整備事業

新図書館管理運営事業

市民ギャラリー整備事業

市民会館耐震補強工事

川口運動公園野球場観覧席及び夜間照明灯
整備事業

茨城国体準備事業
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  検討中の事業

宿泊等施設整備事業

常名運動公園整備事業

土浦港周辺広域交流拠点整備事業

土浦駅東口ペデストリアンデッキ延伸整備事業

荒川沖木田余線（Ⅱ期）整備事業

（仮称）赤池公園整備事業

小学校適正配置推進事業
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Ⅱ 長期財政見通し総括表 

表 2-1 長期財政見通し総括表 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　長期財政収支

H28 H29 H30 H31 H32 H33

55,701.9 56,924.6 49,926.6 50,362.6 49,186.9 48,630.3

22,321.7 22,354.6 22,101.9 22,251.0 22,052.9 21,478.4

3,540.4 3,491.0 3,561.6 3,521.4 3,731.7 3,731.7

4,229.4 4,472.5 4,126.4 3,663.7 3,998.9 3,869.2

1,887.4 1,898.5 2,043.5 2,172.9 2,229.8 2,229.8

12,269.7 12,230.9 10,698.8 11,021.2 11,118.0 11,049.1

9,592.3 10,749.4 5,651.7 6,038.5 4,378.8 4,595.4

合 併 特 例 債 2,197.3 904.2

臨 時 財 政 対 策 債 1,973.7 1,982.2 1,982.2 1,982.2 1,840.6 1,709.1

そ の 他 5,421.3 7,863.0 3,669.5 4,056.3 2,538.2 2,886.3

1,861.0 1,727.7 1,742.7 1,694.1 1,676.8 1,676.8

57,480.0 58,305.4 50,439.5 50,932.1 49,514.4 50,166.7

25,889.3 25,955.3 26,413.2 26,803.8 27,412.9 28,039.3

人 件 費 9,474.3 9,266.2 9,212.9 9,122.2 9,054.0 9,023.6

扶 助 費 11,474.2 11,307.3 11,544.2 11,781.1 12,018.0 12,254.8

公 債 費 4,940.8 5,381.8 5,656.2 5,900.5 6,340.9 6,760.9

7,870.8 6,414.8 6,461.9 6,474.2 6,533.6 6,533.6

772.1 716.0 716.0 722.7 1,098.8 1,406.2

3,783.8 1,632.2 1,588.7 1,588.7 1,588.7 1,588.7

8,133.7 9,834.7 6,782.8 6,803.6 6,890.4 7,065.2

10,861.2 13,015.5 7,721.3 7,675.8 5,234.5 4,715.0

169.1 736.9 755.5 863.4 755.5 818.5

▲ 1,778.1 ▲ 1,380.8 ▲ 512.9 ▲ 569.5 ▲ 327.5 ▲ 1,536.4

1,778.1 1,380.8 512.9 569.5 327.5 1,536.4

２　年度末基金残高

H28 H29 H30 H31 H32 H33

5,280.9 3,900.1 3,387.1 2,817.6 2,490.1 953.7

3,665.6 2,584.8 2,371.8 2,102.3 2,074.8 838.4

1,615.3 1,315.3 1,015.3 715.3 415.3 115.3

3,085.7 2,861.8 2,637.7 2,413.7 2,189.6 1,965.5

8,366.6 6,761.9 6,024.9 5,231.3 4,679.7 2,919.2

　

３　年度末地方債残高（全会計）

H28 H29 H30 H31 H32 H33

103,799.4 106,279.6 105,250.8 104,282.9 100,966.5 97,147.4

　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　　項　目

地 方 債 残 高

　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　　科　目

歳 入 合 計 (A)

市 税

地 方 譲 与 税 交 付 金

地 方 交 付 税

　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　　項　目

負 担 金 ・ 使 用 料 等

歳 入 (A) － 歳 出 (B)

国 県 支 出 金

市 債

そ の 他

歳 出 合 計 (B)

義 務 的 経 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

繰 出 金

合 計

一 般 財 源 基 金

特 定 目 的 基 金

財 政 調 整 基 金

市 債 管 理 基 金

投 資 的 経 費

そ の 他

一 般 財 源 基 金 繰 入 額

歳 入 － 歳 出 （ 再 ）
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歳入から歳出を差引いた収支不足は，

一般財源基金の繰入れにより補てんし

ています。 

平成 34 年度には，一般財源基金が枯渇

し，財源不足が生じる見込みです。 

 

※表示単位未満を四捨五入しているため， 

合計等が一致しない場合があります。 

 

（単位：百万円）

H34 H35 H36 H37 H38 H39

47,924.9 48,140.8 47,873.9 47,583.1 47,444.2 47,154.4

21,485.6 21,554.9 21,249.0 21,328.8 21,397.0 21,102.8

3,731.7 3,731.7 3,731.7 3,731.7 3,731.7 3,731.7

3,848.3 3,777.9 3,932.2 3,659.8 3,603.5 3,732.3

2,229.8 2,229.8 2,229.8 2,229.8 2,229.8 2,229.8

10,990.1 11,016.7 11,117.1 11,191.4 11,209.3 11,237.6

3,962.7 4,198.1 4,025.4 3,956.9 3,841.2 3,688.4

1,587.0 1,473.6 1,368.3 1,270.6 1,179.8 1,095.5

2,375.7 2,724.5 2,657.1 2,686.3 2,661.4 2,592.9

1,676.8 1,631.8 1,588.8 1,484.8 1,431.8 1,431.8

49,902.8 50,172.9 49,701.4 49,106.6 48,782.8 48,552.6

27,631.3 28,001.6 27,689.5 27,545.4 27,344.5 27,101.0

8,805.8 8,783.8 8,801.6 8,798.2 8,729.4 8,660.8

12,192.1 12,129.9 12,068.2 12,007.0 11,946.3 11,886.2

6,633.4 7,087.9 6,819.7 6,740.2 6,668.8 6,554.0

6,533.6 6,533.6 6,580.7 6,533.6 6,533.6 6,580.7

1,582.8 1,590.6 1,562.3 1,459.1 1,455.0 1,458.7

1,588.7 1,588.7 1,588.7 1,588.7 1,588.7 1,588.7

7,029.8 6,950.4 6,951.9 6,833.3 6,862.0 6,938.4

4,718.0 4,581.4 4,509.8 4,328.0 4,180.4 3,958.6

818.5 926.5 818.5 818.5 818.5 926.5

▲ 1,977.9 ▲ 2,032.1 ▲ 1,827.6 ▲ 1,523.5 ▲ 1,338.6 ▲ 1,398.2

953.7

▲ 1,024.1 ▲ 2,032.1 ▲ 1,827.6 ▲ 1,523.5 ▲ 1,338.6 ▲ 1,398.2

H34 H35 H36 H37 H38 H39

1,741.4 1,517.3 1,343.3 1,272.6 1,255.1 1,237.6

1,741.4 1,517.3 1,343.3 1,272.6 1,255.1 1,237.6

H34 H35 H36 H37 H38 H39

92,929.3 88,488.1 86,094.0 83,600.0 80,965.5 78,133.5
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Ⅲ 長期財政見通しの概要 

 

１ 財政収支の見通し 

 一般財源基金の繰入を除いた財政収支については，市営斎場整備事業，土浦駅前北地区

市街地再開発事業，新治地区小中一貫教育学校整備事業などの大規模事業の完了に伴い，

今後，数年間は収支不足が減少しますが，平成 33 年度には，法人市民税における法人税

割の税率引下げによる市税収入の減や，近年の大規模事業実施に伴い発行した市債の償還

に伴う公債費の増などにより，収支不足が増加に転じる見込みです。 

 また，「土浦市公共施設等総合管理計画」を踏まえ，公共施設等の改修・更新費を年間

35 億円※と見込むと，平成 33 年度以降は年間 13 億円から 20 億円程度の収支不足が続く

見込みです。 

 なお，昨年度の時点では「検討中」とした事業の実施が決定したことなどにより，平成

28 年度から平成 39 年度までの累積収支不足額は 162 億円となり，昨年度に見込んだ平成

27 年度から平成 40 年度までの累積収支不足額 149 億円を上回る見込みです。 

図 3-1 財政収支の見通し 

※ 35 億円 

「土浦市公共施設等総合管理計画」においては，公共施設の改修・更新費を 49.8 億円と見込み，これを長

寿命化と施設総量の 30％縮減により，18.9 億円まで縮減するとしています。また，インフラ施設のうち，

道路・橋梁については 26.9 億円とされています。 

本見通しでは，道路・橋梁についても長寿命化により費用を約 40％縮減するものとし，16.1 億円と設定

しています。 

○ 公共施設等の改修・更新費 … 公共施設 18.9 億円＋インフラ施設(道路・橋梁) 16.1 億円 ＝ 35 億円 

（単位：百万円） 

　　　　　　　　 年　度
　 　科　目

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

財 政 収 支 ( 単 年 度 ) ▲ 1,778.1 ▲ 1,380.8 ▲ 512.9 ▲ 569.5 ▲ 327.5 ▲ 1,536.4 ▲ 1,977.9 ▲ 2,032.1 ▲ 1,827.6 ▲ 1,523.5 ▲ 1,338.6 ▲ 1,398.2

累 積 財 政 収 支 額 ▲ 1,778.1 ▲ 3,158.9 ▲ 3,671.8 ▲ 4,241.4 ▲ 4,568.9 ▲ 6,105.3 ▲ 8,083.1 ▲ 10,115.2 ▲ 11,942.7 ▲ 13,466.2 ▲ 14,804.8 ▲ 16,203.0
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２ 歳入・歳出の見通し 

（１）歳入 

 大規模事業に伴う国県支出金及び市債が減となる平成 30 年度以降は，480 億円から

500 億円で推移する見込みです。 

図 3-2 歳入の見通し 

① 市税 

 個人市民税は，平成 33 年度まで現在の増加基調が続いた後，生産年齢人口の減少を

反映し，緩やかに減少する見込みです。 

法人市民税は，平成 31 年度までおおむね横ばいで推移しますが，平成 31 年 10 月か

らの消費税率引上げと同時に実施される法人税割の税率引下げ（12.1％→8.4％）の影

響により，平成 32・33 年度に大幅に減少し，以後，再び横ばいで推移する見込みです。 

（単位：百万円） 

　　　　　　　　 年　度
　 　科　目

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

市 税 22,321.7 22,354.6 22,101.9 22,251.0 22,052.9 21,478.4 21,485.6 21,554.9 21,249.0 21,328.8 21,397.0 21,102.8

地方譲与税交付金 3,540.4 3,491.0 3,561.6 3,521.4 3,731.7 3,731.7 3,731.7 3,731.7 3,731.7 3,731.7 3,731.7 3,731.7

地 方 交 付 税 4,229.4 4,472.5 4,126.4 3,663.7 3,998.9 3,869.2 3,848.3 3,777.9 3,932.2 3,659.8 3,603.5 3,732.3

負 担 金 ・ 使用 料等 1,887.4 1,898.5 2,043.5 2,172.9 2,229.8 2,229.8 2,229.8 2,229.8 2,229.8 2,229.8 2,229.8 2,229.8

国 県 支 出 金 12,269.7 12,230.9 10,698.8 11,021.2 11,118.0 11,049.1 10,990.1 11,016.7 11,117.1 11,191.4 11,209.3 11,237.6

市 債 9,592.3 10,749.4 5,651.7 6,038.5 4,378.8 4,595.4 3,962.7 4,198.1 4,025.4 3,956.9 3,841.2 3,688.4

そ の 他 1,861.0 1,727.7 1,742.7 1,694.1 1,676.8 1,676.8 1,676.8 1,631.8 1,588.8 1,484.8 1,431.8 1,431.8

歳 入 合 計 55,701.9 56,924.6 49,926.6 50,362.6 49,186.9 48,630.3 47,924.9 48,140.8 47,873.9 47,583.1 47,444.2 47,154.4
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固定資産税は，地価の横ばい地点が増加していることから，土地税収の減収傾向は落

ち着き，全体として横ばいで推移する見込みです。 

 市税総額では，税制改正による法人市民税の減少が影響し，平成 32・33 年度で減少

した後，おおむね横ばいで推移する見込みです。 

図 3-3 市税の見通し 

 

② 地方交付税 

ア 普通交付税 

 普通交付税は，平成 28 年度から平成 32 年度までの 5年間に合併算定替による増加

額が段階的に縮減されます（P.3 図 1-2）。一方で，合併特例債や臨時財政対策債など

の基準財政需要額に算入される公債費が増加するため，合併算定替の縮減と基準財政

需要額の増加が相殺され，平成32年度まではおおむね横ばいで推移する見込みです。

平成 33 年度には，法人市民税の減少により基準財政収入額が減少することから，交

付税額は増加し，以降，おおむね横ばいで推移すると見込んでいます。 

イ 特別交付税 

  特別交付税は，平成 30 年度までの清掃センター延命化事業及び平成 32 年度までの

汚泥再生処理センター整備事業に対する震災復興特別交付税による増収を見込んで

います。 

　　　　　　　　 年　度
　 　科　目

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

個 人 市 民 税 8,045.0 8,095.6 8,179.9 8,264.0 8,348.5 8,424.3 8,363.8 8,362.3 8,361.2 8,360.9 8,345.9 8,345.4

法 人 市 民 税 2,189.4 2,167.6 2,148.2 2,128.8 1,787.6 1,452.2 1,451.8 1,451.5 1,451.1 1,450.9 1,450.6 1,450.3

固 定 資 産 税 9,052.2 9,055.6 8,769.7 8,829.9 8,876.0 8,593.1 8,648.5 8,700.0 8,420.4 8,479.6 8,534.7 8,257.8

そ の 他 3,035.1 3,035.8 3,004.1 3,028.3 3,040.8 3,008.8 3,021.5 3,041.1 3,016.3 3,037.4 3,065.8 3,049.3

市 税 合 計 22,321.7 22,354.6 22,101.9 22,251.0 22,052.9 21,478.4 21,485.6 21,554.9 21,249.0 21,328.8 21,397.0 21,102.8

（単位：百万円） 
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図 3-4 地方交付税の見通し 

 

③ 国県支出金 

 国県支出金は，大規模事業の完了に伴い平成 30 年度に減少し，その後，扶助費の増

などによりやや増加した後，ほぼ横ばいで推移する見込みです。なお，「土浦市公共

施設等総合管理計画」を踏まえた改修・更新費に対する国庫支出金として，毎年度 6

億円程度を見込んでいます。 

図 3-5 国県支出金の見通し 

　　　　　　　　 年　度
　 　科　目

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

普 通 交 付 税 3,002.0 3,012.8 3,125.5 3,003.1 2,944.0 3,406.3 3,385.4 3,315.0 3,469.3 3,363.6 3,307.3 3,436.1

特 別 交 付 税 1,227.4 1,459.7 1,000.9 660.6 1,054.9 462.9 462.9 462.9 462.9 296.2 296.2 296.2

地方交付税(合 計) 4,229.4 4,472.5 4,126.4 3,663.7 3,998.9 3,869.2 3,848.3 3,777.9 3,932.2 3,659.8 3,603.5 3,732.3

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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④ 市債 

 合併特例債は，建設事業分の借入限度額である 167.6 億円のうち，残りの 9億円を平

成 29 年度に発行する見込みです。これにより，ソフト事業に活用する合併振興基金造

成の財源として発行した 20.1 億円と合わせ，総額 187.7 億円を発行することとなりま

す。 

 地方交付税の財源不足を補う臨時財政対策債は，消費税率引上げ（地方交付税財源の

増加）となる平成 31 年度までは現在と同水準で推移し，以後，財源不足が解消に向か

うことで減少を見込んでいますが，過去の発行額に係る償還額が大きいことから，減少

傾向にありながらも，当分の間は発行が続くと見込んでいます。 

 その他の市債は，新図書館施設整備事業及び美術品展示室整備事業や，新治地区小中

一貫教育学校整備事業などの大規模事業が平成 29 年度に完了することにより，平成 30

年度以降は大幅に減少する見込みです。なお，「土浦市公共施設等総合管理計画」を踏

まえた改修・更新費の財源として，毎年度 14.7 億円程度の発行を見込んでいます。 

図 3-6 市債の見通し 

 

 

 

 

（単位：百万円） 

　　　　　　　　 年　度
　 　科　目

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

合 併 特 例 債 2,197.3 904.2

臨 時 財 政 対 策 債 1,973.7 1,982.2 1,982.2 1,982.2 1,840.6 1,709.1 1,587.0 1,473.6 1,368.3 1,270.6 1,179.8 1,095.5

そ の 他 5,421.3 7,863.0 3,669.5 4,056.3 2,538.2 2,886.3 2,375.7 2,724.5 2,657.1 2,686.3 2,661.4 2,592.9

市 債 合 計 9,592.3 10,749.4 5,651.7 6,038.5 4,378.8 4,595.4 3,962.7 4,198.1 4,025.4 3,956.9 3,841.2 3,688.4
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（２）歳出 

 歳出は，大規模事業完了に伴い平成 30 年度に大幅に減少しますが，扶助費や公債費の

増加や，老朽化した公共施設等の改修・更新費などにより，その後も 490 億円から 510

億円程度で推移する見込みです。 

図 3-7 歳出の見通し 

 

 

  

（単位：百万円） 

　　　　　　　　 年　度
　 　科　目

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

人 件 費 9,474.3 9,266.2 9,212.9 9,122.2 9,054.0 9,023.6 8,805.8 8,783.8 8,801.6 8,798.2 8,729.4 8,660.8

扶 助 費 11,474.2 11,307.3 11,544.2 11,781.1 12,018.0 12,254.8 12,192.1 12,129.9 12,068.2 12,007.0 11,946.3 11,886.2

公 債 費 4,940.8 5,381.8 5,656.2 5,900.5 6,340.9 6,760.9 6,633.4 7,087.9 6,819.7 6,740.2 6,668.8 6,554.0

物 件 費 7,870.8 6,414.8 6,461.9 6,474.2 6,533.6 6,533.6 6,533.6 6,533.6 6,580.7 6,533.6 6,533.6 6,580.7

維 持 補 修 費 772.1 716.0 716.0 722.7 1,098.8 1,406.2 1,582.8 1,590.6 1,562.3 1,459.1 1,455.0 1,458.7

補 助 費 等 3,783.8 1,632.2 1,588.7 1,588.7 1,588.7 1,588.7 1,588.7 1,588.7 1,588.7 1,588.7 1,588.7 1,588.7

繰 出 金 8,133.7 9,834.7 6,782.8 6,803.6 6,890.4 7,065.2 7,029.8 6,950.4 6,951.9 6,833.3 6,862.0 6,938.4

投 資 的 経 費 10,861.2 13,015.5 7,721.3 7,675.8 5,234.5 4,715.0 4,718.0 4,581.4 4,509.8 4,328.0 4,180.4 3,958.6

そ の 他 169.1 736.9 755.5 863.4 755.5 818.5 818.5 926.5 818.5 818.5 818.5 926.5

歳 出 合 計 57,480.0 58,305.4 50,439.5 50,932.1 49,514.4 50,166.7 49,902.8 50,172.9 49,701.4 49,106.6 48,782.8 48,552.6
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① 人件費 

  人件費は，職員平均年齢の若年化に伴い減少しますが，平成 34 年度以降は減少傾向

が鈍化する見込みです。 

図 3-8 人件費の見通し 

② 扶助費 

 扶助費は，年少人口の減少に伴い児童福祉費が減少するものの，老年人口の増加に伴

う生活保護費，老人福祉費，障害者福祉費等の大幅な増加により，総額では平成 33 年

度まで増加する見込みです。平成 34 年度以降は，老年人口の増加が緩やかになること

により，児童福祉費の減少幅が上回り，総額は減少する見込みです。 

図 3-9 扶助費の見通し 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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③ 公債費 

 公債費は，平成 35 年度まで増加し，その後，緩やかに減少する見込みです。 

 ピークとなる平成 35 年度は，過去最大であった平成 18 年度の約 71.5 億円に匹敵す

る約 70.9 億円が見込まれ，平成 28 年度の 49.4 億円に対して 43.5％の増となります。 

図 3-10 公債費の見通し 

④ 繰出金 

 繰出金は，平成 29 年度の土浦駅前北地区市街地再開発事業完了に伴い，平成 30 年度

に大きく減少する見込みです。平成 30 年度以降は，駐車場事業，下水道事業及び農業

集落排水事業の各特別会計における公債費繰出金の増減を見込み，また，老年人口の増

加が緩やかになることにより，後期高齢者医療及び介護保険特別会計繰出金の増加傾向

が鈍化するなどの要因がありますが，総額では 70 億円程度で推移する見込みです。 

図 3-11 繰出金の見通し 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 
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⑤ 投資的経費 

 投資的経費は，土浦駅前北地区市街地再開発事業や新治地区小中一貫教育学校整備

事業などの大型事業が平成 29 年度に完了することから，平成 30 年度に大幅な減となる

見込みです。 

なお，本見通しでは，「土浦市公共施設等総合管理計画」を踏まえ，公共施設等の改

修・更新費として，年間 35 億円を投資するものとし，そのうち，投資的経費において

は，35 億円の 70％に相当する 24.5 億円を計上して推計しています。（残りの 30％に相

当する 10.5 億円は，維持補修費として計上しています。）具体的には，「３ヵ年事業実

施計画」に計上された事業費のうち，公共施設等の改修・更新費に係る事業費が 35 億

円を上回る年度については，「３ヵ年事業実施計画」に計上された額をそのまま投資的

経費に計上し，35 億円に満たない年度については，35 億円との差額を投資的経費及び

維持補修費に加算することにより，毎年度の公共施設等の改修・更新費が 35 億円を下

回らないように推計しています。 

図 3-12 投資的経費の見通し 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円） 
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３ 年度末基金残高の見通し 

 本見通しでは，収支不足をすべて一般財源基金（財政調整基金及び市債管理基金）で補

てんすると仮定しています。その結果，平成 34 年度には一般財源基金が枯渇し，以降は

解消困難な財源不足が生じる見込みです。 

 なお，一般財源基金が枯渇する平成 34 年度以降の財源不足額を折れ線グラフで表して

います。 

図 3-13 年度末基金残高の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円） 

　　　　　　　　 年　度
　 　項　目

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

財 政 調 整 基 金 3,665.6 2,584.8 2,371.8 2,102.3 2,074.8 838.4

市 債 管 理 基 金 1,615.3 1,315.3 1,015.3 715.3 415.3 115.3

特 定 目 的 基 金 3,085.7 2,861.8 2,637.7 2,413.7 2,189.6 1,965.5 1,741.4 1,517.3 1,343.3 1,272.6 1,255.1 1,237.6

基 金 残 高 8,366.6 6,761.9 6,024.9 5,231.3 4,679.7 2,919.2 1,741.4 1,517.3 1,343.3 1,272.6 1,255.1 1,237.6

財 源 不 足 額 1,024.1 2,032.1 1,827.6 1,523.5 1,338.6 1,398.2
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４ 年度末地方債残高の見通し（全会計） 

 年度末地方債残高は，平成 28 年度末に 1,038 億円となり，過去のピークであった平成

10 年度の 1,017 億円を上回り，さらに，平成 29 年度には， 1,063 億円まで増加し，過去

最大となる見込みです。平成 30 年度以降は，大規模事業の完了に伴う投資的経費の減少

により地方債残高も減少し，平成 39 年度には，近年で最も少なかった平成 24 年度の 803

億円を下回る見込みです。 

図 3-14 年度末地方債残高の見通し 

 

 

  

（単位：百万円） 
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Ⅳ 財政指標の見通し 

 

１ 財政指標の見通し 

 経常収支比率は，75%以下が望ましいとされており，本市の比率はこれを上回っている

ことから，財政の硬直化が進んでいます。主な要因の一つは，経常的歳出に占める扶助費

の割合の増加であり，本市に限らず全国的な傾向です。なお，類似団体の平成 27 年度決

算における経常収支比率の平均は 89.8（本市は 89.2）となっています。今後は，引き続

き扶助費が増加傾向にあることや，新たに整備した施設の維持管理費の増などにより，上

昇することが見込まれることから，さらなる経常的歳出の縮減を図る必要があります。 

実質公債費比率は，公債費の増加を反映し，上昇する見込みです。また，将来負担比率

は，大規模事業の実施に伴う市債の発行などにより平成 31 年度まで上昇し，その後，市

債残高の減少を反映し，低下する見込みです。なお，実質公債費比率，将来負担比率とも

に，財政健全化団体指定への基準を下回る比率で推移する見込みです。  

図 4-1 財政指標の見通し 

 

将来負担比率 
 350％以上 財政健全化団体  

実質公債費比率 
 18％～ 起債 同意⇒許可 
 25％～ 財政健全化団体（起債 一部制限） 
 35％～ 財政再建団体（起債 制限） 

財政力指数 
 1.000（グラフでは 100.0）を超えると 
 普通交付税が交付されない 

  

経常収支比率 75％以下が望ましい  

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

経常収支比率 90.6% 95.8% 94.6% 93.8% 96.2% 98.9% 98.2% 99.9% 99.8% 99.6% 99.4% 99.9%

財政力指数（3ヵ年平均） ※ 0.875 0.876 0.880 0.886 0.887 0.883 0.877 0.871 0.870 0.870 0.870 0.870

実質公債費比率（3ヵ年平均） 5.7 6.5 5.8 5.8 5.4 5.9 6.6 7.5 7.7 7.7 7.5 7.4

将来負担比率 101.3 111.7 111.7 112.4 101.6 93.8 82.9 67.3 59.8 51.6 42.1 32.9

※ 財政力指数は，グラフの上では％表示としています。
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Ⅴ 持続可能な財政運営に当たって 

 

１ 長期財政運営の基本的な考え方 

 平成 28 年度から平成 39 年度までの長期財政見通しでは，累積収支不足額は 162 億円と

見込まれ，昨年度の本見通しにおいて「検討中」としていた学校給食センター再整備事業，

汚泥再生処理センター整備事業，市民会館整備事業などの実施決定や，「土浦市公共施設

等総合管理計画」の策定により，将来の公共施設等の改修・更新に必要な費用が明らかに

なったことで，昨年度の見通しにおける平成 27 年度から平成 40 年度までの累積収支不足

額 149 億円を上回る見込みとなりました。 

 本見通しでは，この収支不足を単純に一般財源基金で補てんした場合，一般財源基金は

平成 34 年度に枯渇すると見込まれることから，安易に基金による補てんに頼ることなく，

持続可能な財政運営を行うため，抜本的な対策が急務となります。具体的には，一般財源

基金の枯渇を回避するためには，今後，毎年度 8.3 億円※以上の財源を，歳入の確保又は

歳出一般財源の削減により捻出する必要があります。 

 このため，持続可能な財政運営のための基本的な考え方として，以下の取組を進めます。 

 

２ 持続可能な財政運営のための取組 

（１）歳入の確保と適正化 

 人口維持，産業育成など税源増加のための施策の推進 

 「土浦市まち・ひと・しごと創生 総合戦略」を着実に推進し，人口減少を克服する

とともに，市全体の活性化を図ります。 

 収納率向上と未収債権の回収促進 

 市税については，平成 26 年度までの「市税滞納一掃アクションプラン」を再検証・

フィードバックし，計画的・効率的な滞納整理の執行に努めます。 

 その他の債権についても，催告手法を創意工夫するなど納付喚起の促進に努め，収入

未済額の圧縮を図ります。 

 売却，貸付，広告掲載など保有資産の有効活用 

 空きスペース，利用頻度の低い資産及び未利用資産について，売却，貸付を検討し，

歳入確保に取り組みます。また，公共施設等の改修・更新にあわせ，広告掲載やネーミ

ングライツの導入を検討し，新たな歳入の確保に努めます。 

 特別会計を含む負担金・使用料等の適正化 

 過重な行政コストが生じている施設・事業においては，受益者負担の適正化を図りま

す。また，特別会計については，独立採算の原則に基づき，基準外繰出金の解消に向け，

負担金・使用料等の適正化を図るとともに，持続可能な事業運営のあり方を検討します。 
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 一般財源基金の確保 

 財政調整基金の適正額は，一般的に標準財政規模の 10％と言われています。これを本

市に当てはめると 29.1 億円となることから，この水準が確保できるよう決算剰余金の

積立に努めます。 

 なお，類似団体（87 市）の平成 27 年度決算ではこの割合が平均 22.1％であることか

ら，より柔軟な財政運営を行うためには，64.3 億円が将来的な目標となります。 

 

（２）歳出の抑制と適正化 

   「土浦市公共施設等総合管理計画」の推進 

   平成 28 年 8 月に策定した「土浦市公共施設等総合管理計画」に基づき，公共施設等

の施設量適正化，長寿命化，適切な施設配置と民間活力の活用を早期かつ着実に実施し，

財政負担の軽減・平準化を図ります。 

   大胆な事業のスクラップによる予算配分の重点化 

   現に実施する全ての事業を０ベースで捉え，その必要性，緊急性，費用対効果等を十

分に検証し，聖域を設けず，大胆なスクラップを断行します。市単独事業はもとより，

国や県の補助事業であっても，効果の薄い事業及び必要性の薄れた事業については，廃

止を含めた見直しを進めます。 

 計画的かつ厳格な選択と集中による事業の重点化 

 大規模事業の同時並行的な実施は困難となることが見込まれるため，事業ごとの緊急

度・重要度を適切に判断し，事業実施の時期を計画的に割り振るとともに，継続事業を

含めて真に必要な事業の選択と集中を進めます。 

 行政コスト（人件費，資本費を含めたトータルコスト）などによる費用対効果の検証 

 地方公会計制度の行政コストを活用するなど，施設別の費用対効果を検証し，過重な

財政負担が生じている施設について，民営化を含めた運営のあり方について検討します。 

 

※ 8.3 億円 

平成 33 年度から平成 39 年度に見込まれる一般財源基金不足による解消不能な収支不足額合計 91.4 億円

÷11 年（平成 29 年度から平成 39 年度）≒ 8.3 億円 

  



 

 

 

土 浦 市 

 


